
【ＤＯ（実施）】

中

令和 3 年度 施策評価表

施策担当部等 産業振興部 部長 下玉利　輝幸
施策担当課等 商工振興課 課長 長石　弘顕

基本計画における目標値
H28目標値 H29目標値 H30目標値 R1目標値 R2目標値 R2年度

H28実績値 H29実績値 H30実績値 R1実績値 R2実績値 達成率 進捗率

140 143 146 148 150

108 138 106 104 106

3,900 4,225 4,550 4,875 5,200

3,967 3,426 2,549 2,871 4,650

7 17 27 37 50

35 49 62 74 87

施策達成状況の説明

施策経費
R2年度 R3年度 R4年度
決算 予算 見込

事業費 890,507 964,287 822,317

国庫支出金 7,398 35,745 14,822

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他 849,574 892,666 756,922

一般財源 33,535 35,876 50,573

人件費 32,864 35,927 -

フルコスト 923,371 1,000,214 -

施策の概要

施策 1402 商工業経営基盤の強化と創業支援

施策の方針
各種補助金や融資制度の活用を促進し、中小企業の経営基盤の強化を図る。また、地元特産品の開発と
販路拡大や創業支援を行う。

関連する
SDGsの
ゴール

指標名 単位
基準値
（H26）

① 融資制度の年間利用件数 件 141 70.7% 70.7%

② そらえきおおむらの年間販売品数 品 276 89.4% 89.4%

③
大村市産業支援センター又は創業塾を介した創業
件数（累計）

件 ― 174.0% 174.0%

④

⑤

（単位:千円） 特記事項

内
訳

140201
中小企業の経営基盤の強
化

中小企業の経営基盤の強化を図るため、支援制度の充実などに努め、新製品の開
発や販路拡大、人材育成などを促進します。
また、中小企業融資制度などの周知及び活用促進を図ります。

140202
地元特産品の開発と販路
拡大

物産振興協会や商工会議所などの関係団体との連携強化により、特産品等の更なる開発を促
進します。
また、地元特産品のインターネット販売サイト「そらえきおおむら」を活用した販売促進と
PR支援に努めるとともに、大都市圏での知名度向上を図ります。
さらに、東南アジア地域などにおける地元産品の販路拡大や中小企業の海外進出への取組を
促進します。

140203
（仮称）大村市産業支援
センターの設置

中小企業等の経営相談や創業支援を図るため、産業支援センターを設置します。
センターには、専任の相談員等を配置し、経営上の様々な課題について、多角的
な視点からアドバイスなどを行うとともに、創業に向けた相談や創業後のフォ
ローアップを行います。

　中小企業振興資金の実績値は前年とほぼ同数であったが、令和２年度限定で設けたコロナ枠の融資が６割を占めた。目標値を下回った
原因としては、大村市よりも貸付条件が有利な融資（国や県の新型コロナウイルス感染症に係る資金繰り支援制度など）の利用により、
本市の資金融資の利用実績につながらなかったと予想される。
　そらえきおおむらの年間販売数はふるさと納税額が前年度と比較して増加し、返礼品の受注先であるそらえきおおむらの販売品数は前
年度を大きく上回ったものの目標値を下回った。
　大村市産業支援センター又は創業塾を介した創業件数は順調に増加しており、目標値を大きく上回った。



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和４年度新規事業

施策を達成
する上での
問題点・課
題

　コロナ禍において、企業の人材育成に対する関心が高まっている。人材育成に係る補助については、研修受講料等の補助
に加え合同研修の開催費用についても補助するなど、事業内容の見直しを図り令和３年度から実施しているが、引き続き、
時代に即した事業内容となっているか注視していく必要がある。
　新型コロナウイルス感染症の影響により業況が悪化した中小企業に対する融資制度については、利用件数が減ってきたた
め令和２年度（令和３年５月融資実行分まで）に終了したが、今後も厳しい経営環境が続くことが予測されるため、状況を
注視する。
　産業支援センターや創業塾を介した創業件数は、コロナ禍においても一定数増えているため、ステップアップ塾等につい
ては、受講後や創業後の後押しをするような内容となるようよく考えて実施する。

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

　人材育成に係る研修受講料等の補助については、引き続き周知を図る。
　従来から実施している低利の融資制度については、関係団体等と連携し更なる周知徹底を図っていく。
　産業支援センターについては、令和４年６月までに今後の在り方を示すこととしているため、大村市中小企業振興会議や
関係団体からの意見等も参考にしながら検討していく。

R4年度見込
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